
確実性、迅速性および、消防団員を諸制式に熟練させ、その部
施策目的・

(2)目的 どの関係機関と連携しながら、各種防火・防災訓練や住宅用火災警報器の設置促進などに努め、地域防災力 事業目的 隊行動を確実軽快にし、厳正な規律を身に付けさせ、諸般の要求に適応する為の基礎を作る。
展開方向

の強化を図ります。
・規律訓練、毎年５月に主として訓練礼式を中心に実施する。 ・規律訓練、５月中に市内２１ヶ分団を召集し実施。
                      ・操法訓練、５月から６月までの間にて市内２１ヶ分団で実施。６月中に我孫子市操法大会実施。
・操法訓練、毎年５月から６月までの間にてポンプ操法を中心に訓練実施、併せて市操法大会を実施する。 当該年度 ・水防訓練、６月中に我孫子市内において我孫子市、柏市共催にて実施。
　                          　 執行計画 ・その他の業務、平成２９年１月中に消防出初式を市内２１ヶ分団および、消防本部、署にて実施。

(3)事業内容 内　　容 ・水防訓練、毎年６月に主として水防工法を中心に実施する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　                        
・その他の業務、出初式等を実施する。 団行事の開催回数 想定値 7当該年度

単位 回
活動結果指標 実績値 7

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 消防資器材の操作の確実性、迅速性および団員の資質の向上。 直接 消防団員及び新入団員の資質の向上 回 7 7

令和 2年度 消防資器材の操作の確実性、迅速性および団員の資質の向上。 直接 消防団員及び新入団員の資質の向上 回 7

令和 3年度 消防資器材の操作の確実性、迅速性および団員の資質の向上。 直接 消防団員及び新入団員の資質の向上 回 100

団員の職業がサラリーマン化傾向による各種訓練への出席率の低下があり、知識技術を熟練するまでに時間がかかる。
(7)事業実施上の課題と対応 そのため、マニュアルや資料等を団員に配布し対応する。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

規律訓練 0 規律訓練 0 規律訓練 0 規律訓練 0
操法訓練 0 操法訓練 0 操法訓練 0 操法訓練 0
水防訓練 0 水防訓練 0 水防訓練 0 水防訓練 0
その他業務 0 その他業務 0 その他業務 0 その他業務 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 4.74 5.04 5.04 4.74 4.74
正職員人件費 41,712 44,352 44,352 41,712 41,712

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 41,712 44,352 44,352 41,712 41,712
(11)単位費用

5,958.86千円／回 6,336千円／回 6,336
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地域防災体制の確立を期するため、各種訓練等実施し消防体制の強化確立を図る。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

消防団技能強化、知識の習慣により地域防災体制の強化確立を図るための事業の必要性があった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった <市実施の具体的内容>

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 各種訓練、演習等の指導
□その他 　促進された <必要性の理由>

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 市の消防行政については、市が実施する事とされているため
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 、市が主導で進める事で実効性を確保する必要があった。 ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
7 7 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

年間計画に基づき、消防団行事を実施したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 7 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 44,352 △2,640 44,352 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△6.33

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.02

回 10万円 0.02 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
地域防災の担い手として大きな役割を果たしている消防団の定数を確保し、消防機関及び消防団や関係機関等が相互に連携しながら地域防災力
の強化に努める事には必要不可欠であり、今後も現状とおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 971 課コード 1005 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防団等の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・東消防署

個別事業 団行事 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 48 人 (換算人数 5.04 人）
(1)事業概要

(当　初) 44,352 千円 (うち人件費 44,352 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70203 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

消防団員の確保に取り組むとともに、市民の防火・防災意識を一層高めるため、消防団や女性防火クラブな 各種訓練、演習等を通し消防資器材の操作の



る事により、地域格差を無くした自主防災意識が確立され、災害を最
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 小限度に抑える。
展開方向

・住宅用火災警報機の設置の推進　　 随時：自衛消防訓練
・自衛消防訓練　避難訓練・消火訓練及び防災資機材の取扱い指導 火災発生時：火災原因調査
・火災原因調査　火災発生時の原因の究明 当該年度 春・秋　火災予防運動中、火災気象通報発令中及び災害時の避難広報等
・広報活動　　　火災予防運動中、火災気象通報発令中及び災害時の避難広報等　　　　　　　　　　　　 執行計画 ６月　住宅用火災警報器の設置率調査

(3)事業内容 内　　容 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

住宅用火災警報器の設置の推進１００件、自衛消防訓練１００件、広 想定値 300当該年度
報活動１００件 単位 件

活動結果指標 実績値 300

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 火災予防活動を推進し、火災発生件数を減少する 直接 火災予防啓発活動の実施率 件 300 300

令和 2年度 火災予防活動を推進し、火災発生件数を減少する 直接 火災予防啓発活動の実施率 件 300

令和 3年度 火災予防活動を推進し、火災発生件数を減少する 直接 火災予防啓発活動の実施率 件 100

市民の協力が不可欠であり、広報・事前通知が必須である。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

住宅用火災警報器の設置の推進 0 住宅用火災警報器の設置の推進 0 住宅用火災警報器の設置の推進 0 住宅用火災警報器の設置の推進 0
自衛消防訓練 0 自衛消防訓練 0 自衛消防訓練 0 自衛消防訓練 0
火災原因調査 0 火災原因調査 0 火災原因調査 0 火災原因調査 0
広報活動 0 広報活動 0 広報活動 0 広報活動 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 6.54 6.64 6.64 6.54 6.54
正職員人件費 57,552 58,432 58,432 57,552 57,552

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 57,552 58,432 58,432 57,552 57,552
(11)単位費用

191.84千円／件 194.77千円／件 194.77
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

消防法及び火災予防条例が改正され、一般住宅用火災警報器の設置が義務化となり普及促進を図ることは、継続的に実施 ●①事前確認での想定どおり
しなければ市民サービスの水準が著しく低下するおそれがある。また、市民の防火に対する意識・意欲を高めることによ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ り、地域格差を無くした自主防災組織が確立され、災害を最小限に抑えることができることから、訓練等の推進は必要で ○要
   背景は？(事業の必要性) ある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ひとたび発生すると大きな損害が発生する開催に対し、火災の予防及び発生時の減災を目的とした活動は重要であり、必
要性が高いため、事前評価のとおり実施した結果想定どおりとなった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 住宅用火災警報器の設置状況調査を一定の住宅区分ごとに行

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 い把握する事により、今後の普及啓発及び、既に住宅用火災
□その他 　促進された 警防器を設置している世帯に適切な維持管理等の説明ができ

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 、万が一火災が発生した場合でも早期に発見し、被害の拡大
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された を防止する事ができる。また、自主防災訓練等を積極的に行 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された う事により市民の防火意識を高める事に繋がるため市が実施 ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他 する必要がある。
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 住宅用火災警報器の設置状況調査の際、未設置世帯に対して ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り は奏功事例等を示し、住宅用火災警報器の設置を促すととも ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り に、設置状況については、作動確認の必要性や電池切れの際 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している の対応等維持管理広報を行った。 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 また、自衛消防訓練通知書の提出時に消防職員の派遣が有っ ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 た場合は訓練実施時に、実際に市民の方々に参加してもらい

、万が一火災が発生した場合に適切な行動が取れるよう説明
＜その他の内容＞ するとともに、自主防災活動を中断する事なく消防隊に引き
該当なし。 継げるように指導した。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
300 300 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画・申請に基づき当初計画内容を実施する事ができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 300 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 58,432 △880 58,432 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△1.53

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.51

件 10万円 0.51 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本業務は、市民の防火意識を高めるため、必要不可欠な事業となっていることから、今後も現状どおり推進していく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 972 課コード 1005 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・東消防署

個別事業 火災予防業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 48 人 (換算人数 6.64 人）
(1)事業概要

(当　初) 58,432 千円 (うち人件費 58,432 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 市民の防火に対する意識・意欲を高め



め、救急救助体制の充実を図り、災害出動時適確に対応する。
施策目的・

(2)目的 図ります。また、市民自身の救命率を高めるため、応急手当や救命講習などの講習会を充実させていきます 事業目的
展開方向

。さらに、緊急性のない救急出動については民間の活用を促すとともに、適切な救急要請を行うようＰＲに
・管内の住宅環境、道路事情を把握し、現場到着までの時間短縮を図り災害による被害を最小限に抑える。 通年：出場訓練及び警防調査の実施。応急手当や救急講習など講習会の充実を図る。研修所入校を含め近隣
・我孫子市警防要綱に基づき各種訓練の実施、救急救助技術の習得及び向上を図る。 市町で開催される各種講習会に参加。
・警防計画の見直し、更新。 当該年度
・救急講習、自衛消防訓練等で救急車の適正利用を広報する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

入電から現場到着時間８.５分以内の割合 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 61.7

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 入電から８.５分以内で救急救助現場までに確実に到達し、救急救命率を高める。 直接 入電から現場到着時間８.５分以内の割合 ％ 61.7 100

令和 2年度 入電から８.５分以内で救急救助現場までに確実に到達し、救急救命率を高める。 直接 入電から現場到着時間８.５分以内の割合 ％ 100

令和 3年度 入電から８.５分以内で救急救助現場までに確実に到達し、救急救命率を高める。 直接 入電から現場到着時間８.５分以内の割合 ％ 100

救急件数の増加による市民サービスの低下のため、救急隊の増隊及び市内病院の受け入れ態勢の強化
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

救急・救助業務 0 救急・救助業務 0 救急・救助業務 0 救急・救助業務 0
各種訓練の実施 0 各種訓練の実施 0 各種訓練の実施 0 各種訓練の実施 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 5.04 5.94 5.94 5.04 5.04
正職員人件費 44,352 52,272 52,272 44,352 44,352

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 44,352 52,272 52,272 44,352 44,352
(11)単位費用

443.52千円／％ 522.72千円／％ 847.2
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

救急要請も複雑多様化し、その中でも心肺機能が停止した傷病者に対し、救急現場及び搬送途上において高度な救命処置 ●①事前確認での想定どおり
を行うことで、傷病者の社会復帰の向上を図る。又、中高層建物において火災防御にあたる救助隊員の安全管理と人命救 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 助のため、不可欠である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

本年度中の東消防署管内の出場件数は２３２４件で、東消防署管内在住の市民約１９人に１人が利用した事になる。市民
の救急に対するニーズは非常に高く、重要な事業である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市民の救急に対するニーズは非常に高く、必要な事業である

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 一方で、緊急性の少ない救急出場等を減らすため、適正利用
□その他 　促進された について広報活動も取り入れる必要がある。また、市民自身

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した の救命率を高めるため、応急手当や救急講習会を充実させて
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された いく必要がある事から、市が主導で進めていかなければなら ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ない。 ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
61.7 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

最寄りの救急隊が出動している事による管轄外への出動、交通状況により時間を
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 61.7 61.7

要する事案が発生した事により未達成となった。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 52,272 △7,920 52,272 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△17.86

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 最寄りの救急隊が出動している事による管轄外への出動

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 、交通状況により時間を要する事案が発生した事により

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.19 未達成となった。

％ 10万円 0.12 63.16

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市民自身の救命率を高めるため、応急手当や救急講習会を充実させていくとともに、救急救助体制を強化充実するため、人員の養成や装備の増
強に努める必要がある事から、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 973 課コード 1005 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 救急救助体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・東消防署

個別事業 救急・救助業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 48 人 (換算人数 5.94 人）
(1)事業概要

(当　初) 52,272 千円 (うち人件費 52,272 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70202 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

救急救助体制を強化・充実するため、人員の養成や装備の増強などに努めるとともに、広域での連携強化を 複雑多様化する災害に対応するた



害等での使用時に万全の装備体制で臨むことにより市民の安全な暮らしの実現に寄
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 与する。
展開方向

資機材等の点検及び、維持管理を継続的に実施し、災害現場での消防活動体制の確保を図る。 毎朝、資機材の外観点検
毎月、１日、１６日に起動、作動点検を実施

当該年度 修繕については適宜実施
執行計画 ボンベ等の維持管理

(3)事業内容 内　　容

資機材装備、修繕、維持等の管理率 想定値 100当該年度
単位 　％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 装備資機材を常に良好な状態に保つ 直接 適正管理率（修繕等実施件数/修繕等必要件数） ％ 100 100

令和 2年度 装備資機材を常に良好な状態に保つ 直接 適正管理率（修繕等実施件数/修繕等必要件数） ％ 100

令和 3年度 装備資機材を常に良好な状態に保つ 直接 適正管理率（修繕等実施件数/修繕等必要件数） ％ 100

資機材の増強に対応するため、消耗品や修繕等、維持管理に掛かる費用の無駄を省く必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

資機材の維持管理 0 資器材の維持管理 0 資機材の維持管理 0 資機材の維持管理 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 4.12 4.42 4.42 4.12 4.12
正職員人件費 36,256 38,896 38,896 36,256 36,256

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 36,256 38,896 38,896 36,256 36,256
(11)単位費用

362.56千円／　％ 388.96千円／　％ 388.96
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

各種災害に対応するため、資機材等の継続的な維持管理が必要である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

多種多様化する災害に対応するために消防資機材を充実させ、維持管理する事は重要であるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった <市実施の具体的内容>

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ・消防資機材の定期的な点検
□その他 　促進された <必要性の理由>

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ・災害時、消防資機材を活用するのは、市の消防本部である
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ため、市が資器材の維持管理を行い、使用方法の熟知を図る ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ため、市が実施する必要がある。 ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

消防資機材の点検を毎月実施し、災害時に的確に使用できたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 38,896 △2,640 38,896 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△7.28

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.26

％ 10万円 0.26 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本業務は、消防機械機器取扱規定に基づき実施しており、火災や水害等から市民の生命、身体、財産を守るという施策の実現に効果的な事業と
なっているため、今後も引き続き現状とおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1649 課コード 1005 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 消防本部・東消防署

個別事業 消防機械器具の維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 48 人 (換算人数 4.42 人）
(1)事業概要

(当　初) 38,896 千円 (うち人件費 38,896 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 装備品の不良を防ぎ、災



消防水利の維持管理を行うことにより、迅速で効果的な消防活動体制を整え、
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 火災等から被害の軽減を図る。
展開方向

消防法第二十条第二項の規程及び、消防水利の基準に基づき、計画的に消防水利の維持管理を行い、火災発 毎月：消防水利点検
生時に支障が生じないようにする。また、消防水利の点検は、毎月行い、点検時に有効水圧、蓋開閉確認及
び水漏れ等の確認をする。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

点検により判明した消防水利の使用可能率＝使用可能消防水利／消防 想定値 100当該年度
水利点検回数 単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 消防水利の確保 直接 点検により判明した消防水利の使用可能率＝使用可能消防水利／消防 ％ 100 100
水利点検回数

令和 2年度 消防水利の確保 直接 点検により判明した消防水利の使用可能率＝使用可能消防水利／消防 ％ 100
水利点検回数

令和 3年度 消防水利の確保 直接 点検により判明した消防水利の使用可能率＝使用可能消防水利／消防 ％ 100
水利点検回数

消防水利を点検し、不備があった場合その都度修繕依頼を行っているが、同時期に設置された消防水利も多く、老朽時期が重な
(7)事業実施上の課題と対応 ってしまうことがある。計画的な修繕や更新が必要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消防水利の維持管理 0 消防水利の維持管理 0 消防水利の維持管理 0 消防水利の維持管理 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 4.32 4.62 4.62 4.32 4.32
正職員人件費 38,016 40,656 40,656 38,016 38,016

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 38,016 40,656 40,656 38,016 38,016
(11)単位費用

380.16千円／％ 406.56千円／％ 406.56
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

消防水利の維持管理は、継続的に実施しなければ、消防活動に支障が生じることから必要である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

計画どおりに実施している消防水利の点検及び維持管理は、火災発生時の消防活動において必要不可欠であるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった <市実施の具体的内容>

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ・消防水利の定期的な点検
□その他 　促進された ・効率的な水利の配置の検討・提案

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した （必要性の理由）
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ・市が担う消防において、消火水となる水利の確保を確実に ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された 図るため。 ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画された点検を実施する事により、消防水利を適正に維持管理する事ができた
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 40,656 △2,640 40,656 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△6.94

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.25

％ 10万円 0.25 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は火災から市民の生命、財産を守るという施策の実現に効果的な事業となっている事から、今後も引き続き現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1650 課コード 1005 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 消防本部・東消防署

個別事業 消防水利の維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 48 人 (換算人数 4.62 人）
(1)事業概要

(当　初) 40,656 千円 (うち人件費 40,656 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 消防活動に重要な施設である



害による被害を最小限に防止し市民生活の安全を確保する。
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的
展開方向

・管内の住宅環境や水利状況、道路事情を把握し、現場到着までの時間短縮を図り、災害による被害を最小 年間訓練計画に基づき各種訓練を実施。
限に抑える。 出場訓練及び警防調査の実施。研修所入校を含め近隣市町で開催される各種講習会に参加。
・我孫子市警防要綱に基づき、各種訓練の実施、警防技術の習得及び向上を図る。 当該年度
・警防計画の見直し、更新。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

８.５分以内での現場到着率（災害現場まで８.５分以内で到着した件 想定値 100当該年度
数/災害件数） 単位 ％

活動結果指標 実績値 79.1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 各種災害に対応できる警防体制の確立を図り、市民が安心して生活が出来る街づくりを目指す。 直接 ８.５分以内で災害地点まで到着し活動することができる。 ％ 79.1 100

令和 2年度 各種災害に対応できる警防体制の確立を図り、市民が安心して生活が出来る街づくりを目指す。 直接 ８.５分以内で災害地点まで到着し活動することができる。 ％ 100

令和 3年度 各種災害に対応できる警防体制の確立を図り、市民が安心して生活が出来る街づくりを目指す。 直接 ８.５分以内で災害地点まで到着し活動することができる。 ％ 100

都市化に伴う高層集合住宅等の増加による複雑多様化する災害に十分対応できる消防体制の維持及び更なる警防体制の確立を図
(7)事業実施上の課題と対応 るため、装備の充実及び適正な人員配置が必要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

警防業務 0 警防業務 0 警防業務 0 警防業務 0
各種訓練の実施 0 各種訓練の実施 0 各種訓練の実施 0 各種訓練の実施 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 8.8 9.4 9.4 8.8 8.8
正職員人件費 77,440 82,720 82,720 77,440 77,440

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 77,440 82,720 82,720 77,440 77,440
(11)単位費用

774.4千円／％ 827.2千円／％ 1,045.76
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・昭和２２年に消防組織法が施行され、これに基づき消防業務を実施している。 ●①事前確認での想定どおり
・近年の災害傾向としては、都市化に伴う高層集合住宅等の増加で複雑多様化しているのが現状であり、それら災害に十 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 分対応できる消防体制の維持及び更なる警防体制の充実・強化を図ることで、市民の安全安心を確保することができる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

各種災害から市民の生命、身体及び財産を守る事は、市民が安心して暮らせるために必要不可欠なサービスである事から
重要な事業であり、それらの災害等に対応できるよう、計画的に訓練等を実施した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 消防組織法に基づき、災害から市民の生命、身体及び財産を

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 守るため、市が実現する必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
79.1 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

複雑多様化している災害に対し、情報収集や活動方針の決定などに掛かる時間が
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 79.1 79.1

増幅しているため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 82,720 △5,280 82,720 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△6.82

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 複雑多様化している災害に対し、事業費の増加が見込ま

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 れなかったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.12

％ 10万円 0.1 83.33

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
継続的に訓練を実施する事により、各種災害に対応できる消防体制の強化を図る事が必要不可欠であり、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1651 課コード 1005 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 消防本部・東消防署

個別事業 災害出動 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 48 人 (換算人数 9.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 82,720 千円 (うち人件費 82,720 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 市民を各種災害から保護するとともに、災



る雑草等の除去に関し適正に管理するよう所有者に対し指導することで
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 火災発生率の軽減を図る。
展開方向

市内全域において雑草等が繁茂すると予測される空き地に対して、年間４月、８月、１１月の３回の調査と ４月：該当地を調査
該当地に通知して適正管理の指導を行う。雑草除去の向上を図るため、所有者に対し草刈り機の貸し出しや ５月：該当地の所有者等へ適正管理の依頼文を通知
雑草等刈取事業者の紹介を行う。 当該年度 ８月、１１月：繁茂地の調査（繁茂地には、所有者へ適正管理依頼文を通知）

執行計画
(3)事業内容 内　　容

空き地の雑草処理率＝該当地の雑草処理件数/該当地件数 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 88

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 空き地の雑草繁茂地を減少させ、火災の発生を軽減する。 直接 空き地の雑草処理率＝該当地の雑草処理件数/該当地件数 ％ 88 100

令和 2年度 空き地の雑草繁茂地を減少させ、火災の発生を軽減する。 直接 空き地の雑草処理率＝該当地の雑草処理件数/該当地件数 ％ 100

令和 3年度 空き地の雑草繁茂地を減少させ、火災の発生を軽減する。 直接 空き地の雑草処理率＝該当地の雑草処理件数/該当地件数 ％ 100

空き地の所有者が刈取りを行わない場合も多く、根気強く継続的に刈取りの指導を行う必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

空き地の調査・所有者への指導 0 空き地の調査・所有者への指導 0 空き地の調査・所有者への指導 0 空き地の調査・所有者への指導 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 4.12 4.42 4.42 4.12 4.12
正職員人件費 36,256 38,896 38,896 36,256 36,256

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 36,256 38,896 38,896 36,256 36,256
(11)単位費用

362.56千円／％ 388.96千円／％ 442
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子市火災予防条例、あき地に繁茂した雑草等の除去に関する条例等により所有者に対して空き地の適正な管理を指導 ●①事前確認での想定どおり
し、火災もしくは犯罪の発生を軽減することにより、住民の生活の安全が図れる。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

空地の適正管理を指導し、災害等の発生率を軽減する事から、市民サービスとして重要な事業である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 火災予防条例に基づき、管理不全な空地等を調査及び指導を

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 市が主導で進める必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
88 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

該当地全ての適正管理を依頼するため、通知・指導を徹底したが、全ての該当地
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 88 88

の適正管理には至らなかった。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 38,896 △2,640 38,896 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△7.28

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 総件数の内、７８％は該当地の適正管理に至ったが、１

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 ００％には至らなかった。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.26

％ 10万円 0.23 88.46

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
空地の適正管理を指導する事で、災害時の発生率を軽減できる事から、市民サービスとして重要な事業であり、今後も現状どおり推進していく
。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1663 課コード 1005 会計種別 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 消防本部・東消防署

個別事業 空き地の適正管理指導 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 48 人 (換算人数 4.42 人）
(1)事業概要

(当　初) 38,896 千円 (うち人件費 38,896 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 空き地に繁茂し、又は放置されてい



、自主防火管理の充実を働きかけ防火安全の確保を図る。
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的
展開方向

消防法第４条、第１６条の５及び我孫子市予防査察規程に基づき、年間定期査察計画をたて、市内防火対象 年間定期査察計画に基づき、防火対象物の立入検査実施
物に対し立入検査を実施する。防火管理の状況や消防用設備等の管理状況が適正であるかどうか確認し不備 ３月：次年度の年間定期査察計画の作成
がある場合には立入検査結果通知書により指摘し改修計画書により是正を促す。また、重大な消防法令違反 当該年度 通年：違反対象物に対して追跡調査の実施
に対しては公表制度に則り、違反のある建物の情報を公表することで是正の徹底を図る。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

立入検査実施件数 想定値 60当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 立入検査を実施し関係者の防火意識の向上を図る。 直接 立入検査の実施率＝立入検査実施件数/年間定期査察計画数 ％ 100 100

令和 2年度 立入検査を実施し関係者の防火意識の向上を図る。 直接 立入検査の実施率＝立入検査実施件数/年間定期査察計画数 ％ 100

令和 3年度 立入検査を実施し関係者の防火意識の向上を図る。 直接 立入検査の実施率＝立入検査実施件数/年間定期査察計画数 ％ 100

関係者の防火管理の認識が低いケースが見受けられるため、防火管理の徹底を図らせ、火災予防の重要性を認識させる必要があ
(7)事業実施上の課題と対応 る。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

立入検査の実施 0 立入検査の実施 0 立入検査の実施 0 立入検査の実施 0
自主防災管理の充実に向けた働きかけ 0 自主防災管理の充実に向けた働きかけ 0 自主防災管理の充実に向けた働きかけ 0 自主防災管理の充実に向けた働きかけ 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 3.39 3.44 3.44 3.39 3.39
正職員人件費 29,832 30,272 30,272 29,832 29,832

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 29,832 30,272 30,272 29,832 29,832
(11)単位費用

497.2千円／件 504.53千円／件 302.72
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

消防法、火災予防条例に基づく事務事業で必要である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

防火対象物の立入検査を行う事により、火災時の災害による危険を事前に排除する事が目的であり、必要な事業である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった <市実施の具体的内容>

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ・消防法に準拠した立入検査
□その他 　促進された <必要性の理由>

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ・辞令により消防機関の実施が必要である。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

年間査察計画のとおり予定を組み、滞りなく定期査察を実施できたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 30,272 △440 30,272 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△1.47

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.33

％ 10万円 0.33 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
防火対象物の立入検査を行う事により、火災の危険や、人命の危険を事前に排除し、万が一火災が発生した場合にはその被害を最小限に抑える
事が目的であり、今後も引き続き現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1693 課コード 1005 会計種別 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 消防本部・東消防署

個別事業 消防立入検査業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 48 人 (換算人数 3.44 人）
(1)事業概要

(当　初) 30,272 千円 (うち人件費 30,272 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 市内防火対象物に対し立入検査を実施し


